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ＰＦＩ事業に係る民間事業者の選定及び協定締結手続きについて

　今般、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する関係省庁連絡会議幹事

会において、別添の「ＰＦＩ事業に係る民間事業者の選定及び協定締結手続きについて」が

申合せされました。

国の関係府省においては、今後ＰＦＩ事業を実施する際には、当該申合せにある留意事項

について個別の事業毎に留意することとされておりますが、各地方公共団体においても、別

添の申合せにある留意事項を参考の上、適切に対応されるようお願いします。

　なお、別添の申合せにある留意事項中、入札及び契約に関する会計法令上の仕組みは、地方自治

法令上も基本的には同様の仕組みとなっていることから、入札及び契約に関する会計法令の解釈に

わたる部分については、地方自治法令上も同様の解釈となることを申し添えます。

各都道府県におかれましては、以上のことについて、貴管内市町村に対しても、速やかに周知さ

れますようお願いします。

担当：総務省自治行政局

　行政課行政第２係

　　　　　　　　　藤　田

　　　Tel. 03－5253－5509
　地域振興課地域振興第１係

　　　　　　　　　中　原

　　　Tel. 03－5253－5533



ＰＦＩ事業に係る民間事業者の

選定及び協定締結手続きについて

平成１５年３月２０日

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ

ＰＦＩ事業を実施する際の民間事業者の選定及び協定の締結に係

る事項については、平成１３年１月２２日にＰＦＩ推進委員会にお

いてとりまとめられた「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドラ

イン」において、民間事業者の選定及び協定締結等に係る実務上の

指針が示されているが、これまでに実施されたＰＦＩ事業における

課題等を踏まえ、さらなるＰＦＩ事業の普及・促進に資するため、

民間事業者の選定及び協定締結手続きに関する留意事項について関

係府省において検討が行われた結果、別紙のとおりとりまとめが行

われた。

関係府省においては、今後ＰＦＩ事業を実施する際には、別紙に

示す事項について、個別の事業ごとにその取扱いに留意し、ＰＦＩ

事業を円滑に実施することに努めることとする。

別　添
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ＰＦＩ事業に係る民間事業者の

選定及び協定締結手続きについて

(1)  民間事業者の選定方法について

ＰＦＩ事業は、公共施設等の建設、維持管理及び運営（これらに関

する企画を含む）について、具体的な仕様の特定を必要最小限にと

どめて発注を行うことにより、民間の資金、経営能力及び技術的能

力を積極的に活用することを目的とするものである。したがって、

ＰＦＩ事業においては、民間事業者は応募に際して価格と事業提案

をあわせて発注者に提出することとなるが、事業内容が複雑で多岐

にわたる事業において、多くの事業者に並行して詳細にわたる事業

提案を作成させる選定手続きをとった場合には、最終的に落札する

可能性が低い中で詳細な提案を作成することが民間事業者にとって

過大な負担となることも考えられる。

ＰＦＩ事業を円滑に実施するためには、民間事業者の創意工夫を最

大限活用することが重要であり、民間事業者の負担に関して発注者

として適切に考慮するとの観点から、事業内容によっては、競争性

を損なわないとの前提の下で、詳細な事業提案を提出する事業者を

一定の段階であらかじめ絞り込むことが考えられる。

「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン」においては、

会計法令の適用を受ける契約に関しては、一般競争参加者の資格要

件及び審査基準を適切に設定すること、当該事業を適切に実施でき

る能力を有する民間事業者のみがより詳細な事業計画等を作成の上

一般競争入札に参加できるようにすることが適当であるとされてい

る。

この考え方に基づき、競争入札の資格（国の行う契約については、

予算決算及び会計令第七十二条及び第七十三条に規定される資格）

の審査に際して、各民間事業者に、事業についての基本的な考え方

や、施設の設計・建設、維持管理・運営についての考え方、資金調
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達及びリスク分担についての考え方等をその内容として含む事業計

画の概要を提案させ、各提案があらかじめ定める審査基準を満たし

ているか否か審査することによって、事業者の絞込みを行うことが

可能である。
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 (2) 入札前の事業の実施方針、契約書案等の変更等について

ＰＦＩ事業においては、事業の実施方針の公表後の市場調査や、

民間事業者等からの発案や意見を踏まえ、必要に応じて特定事業の

選定までに当該実施方針の内容（事業内容、リスク分担のあり方等）

を見直し、事業実施のスケジュールに配意しつつ、実施方針の変更

を適宜に行うことによって、事業の円滑な実施が図られるものと考

えられる。

また、事業の実施方針が公表された後、入札が行われるまでの間、

入札参加予定の民間事業者において、詳細な事業提案の作成等の入

札準備が円滑に進められるよう、入札の際の判断材料となる事項に

ついて、発注者側との間で十分な意思疎通が図られるべきである。

特に、ＰＦＩ事業は、契約の履行期間が長期に及ぶものも多く、

事業の特性に応じて、事業期間中に生じ得るさまざまな事由に対応

するために、個々の事業の特性に応じてリスク分担等を決めること

が必要となる。その際、リスク分担については、「ＰＦＩ事業におけ

るリスク分担等に関するガイドライン」（平成１３年１月２２日と

りまとめ）の内容を踏まえ、事業実施のための最適な分担を決める

こととなる。

「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン」においては、

民間事業者の募集に当たり、発注者の意図が応募者に的確に伝わる

ように、契約書案の添付又は入札説明書等において契約条件の基本

的な考え方をできる限り具体的に示すことが必要であるとされてお

り、また発注者と民間事業者との間で考え方の齟齬を来さないよう

に、可能な限り複数回、質問・回答の機会を設けることが望ましい

とされている。

発注者においては、質問・回答等の機会において提示される民間

事業者の意見に耳を傾けつつ、円滑な事業実施のために必要と認め

られる場合には、契約書案、入札説明書等の内容についての適宜の

修正や変更を行い、民間事業者に対して公表することとする。修正
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や変更に際しては、民間事業者が検討を行うために必要な時間を確

保することに留意する。

なお、会計法令の適用を受ける契約について、公告において提示

された内容を変更した場合には、変更後に会計法令等において定め

る公告期間が必要となることに留意する必要がある。
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(3)  協定締結の手続きについて

ＰＦＩ事業においては、いわゆる性能発注の考え方を取ることが

必要であるため、個々の事業者の事業提案内容が、あらかじめ発注

者が契約書案を作成する段階で想定し得る範囲内のものであるとは

限らず、例えば事業者の個別提案に応じて、関連するリスク分担の

取決めやモニタリングの方法など、別途に決めることが必要な事項

が生じることもあり、また、契約の内容に含めるべき個別事項につ

いて、入札前の契約書案の中で具体的・確定的に定めることが現実

的に困難であるケースも想定される。

したがって、実際にＰＦＩ事業を実施するに当たり、入札前に明

示的に確定することができなかった事項については、必要に応じて、

落札者が決定された後の協定を締結する段階において、発注者と事

業者との間で明確化を図ることは、ＰＦＩ事業の円滑な実施に資す

るものであると考えられ、入札前に公表された契約書案、入札説明

書等の内容について、協定締結時に変更が一切許容されないもので

はない。

ただし、他の競争参加者が当該落札者よりもより有利な条件や価

格を提示することが明らかに可能となる条件変更を行うことは、競

争性確保の観点からは許容されない。


